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給与制度の総合的見直しに関して、職員団体からの意見聴取－6/24

－総務省、第4回「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」において－

※職員団体の意見聴取が実施されて以降、検討会事務局との調整に時間がかかり、報告が遅れたことをお詫びするとともに、何卒ご理解頂きますようお願いします。

　総務省は６月24日、第４回「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」（以下、検討会）を開催した。検討会では、職員団体の意見聴取が行われ、加藤地方公務員部会事務局長および田中事務局次長（自治労総合労働局長）が出席した。

　意見聴取項目は以下の通りである。

１　地方公務員給与の現状についてどのように認識しているか。

２　国家公務員給与においては、①地場の賃金をより公務員給与に反映させるための見直し、②50歳台後半層の官民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造の見直し、③職員の能力・実績のより的確な処遇への反映などを検討課題として捉えているが、これらの点について、地方公務員給与における認識・見解はどうか。

　検討会は、その後７月８日にも開催され、これまで計５回行われており、８月中をめどに中間整理がまとめられる予定である。公務労協地方公務員部会は、公務員連絡会の取組み方針を踏まえ、人事院勧告に対する取り組みを強めるとともに、この検討会の議論の動向に注視しながら情報収集に努め、引き続き総務省対策を強化していく。

　公務労協側の考え方および質疑応答の内容は、別紙の通り。
（別紙）

総務省　第４回「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」意見聴取について

【2014.6.24】

◆公務労協側の考え方

	１　地方公務員給与の現状についてどのように認識しているか。


三位一体改革による地方交付税の大幅削減の影響を受け、多くの自治体において地方財政が厳しく、定員削減のみならず職員給与の独自削減が相次いでいる。

　本来、地方自治体の職員の給与は、平等取扱い、情勢適応、職務給、均衡の４原則が定められ、中立かつ専門機関である人事委員会が、民間の賃金動向を調査し、情勢の変化によって給料等を増減することが適当と認めたときには議会及び首長に勧告し、官民の給与水準の均衡を保つ仕組みだ。

　しかしながら、この間、全国の自治体で地方財政危機を理由に、人事委員会勧告とは別に自治体の特例条例による給与削減措置を行っており、こうした実態をみると、給与勧告制度が適切に機能しているとは言い難い実態にある。

　さらに、昨年度、地方公務員の給与を、国家公務員の給与減額支給措置をふまえ、速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請することを政府が閣議決定したことで、多くの地方自治体において給与削減を余儀なくされたが、これは自治体に対する国の関与というより強制であり、地方自治の本旨に反するものと認識している。

　地方公務員の給与決定は、労働基本権に一定の制約が加えられた代償措置として人事委員会が設けられており、この趣旨からすれば、昨年度の地公給与削減の強要は、人事委員会による勧告制度を基本とする地方公務員の給与決定制度の根幹を揺るがす事態と考えている。

　言うまでもなく、地方自治体の職員給与の決定は、自らの責任で自主的に決められるべきものだ。
	２　国家公務員給与においては、①地場の賃金をより公務員給与に反映させるための見直し、②50歳台後半層の官民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造の見直し、③職員の能力・実績のより的確な処遇への反映などを検討課題として捉えているが、これらの点について、地方公務員給与における認識・見解について。


①　地場の賃金をより公務員給与に反映させるための見直し

　地方自治体の職員の給与は、均衡の原則によって定められなければならないとされており、市町村では、政令市など一部の自治体以外、人事委員会が未設置の自治体が殆どで、国公準拠により基本的制約の代償も措置されてきた。また、地方自治体の職員給与が、地方自治の本旨と地方分権の理念に基づいて当該地方自治体の条例で定めるものであり、その自治体の自主的・主体的判断で決定されるべきものである。

　最近、自治体消滅という衝撃的な報道もあったが、地域によって賃金格差を拡大すれば、賃金が低い自治体にとっては、人材確保が難しくなるのは当然のことで、地域間格差を拡大すればするほど、賃金水準の低い自治体には人材が集まらない構造をつくってしまうことに繋がる。人口減少にともなう自治体消滅の危機のみならず、人材確保の観点からも業務執行体制の確立の危機に直面するのではと危惧している。

②　50歳台後半層の官民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造の見直し

　人事院が問題としている50歳台後半層の給与差について、民間企業においては、50歳台前半をピークに後半では給与が下がる傾向にあるが、その背景には60歳定年への移行の際、「役降り」という仕組みが導入されたことがなどから、50歳台前半と後半の役職構成を見ると、前半の方が高位の役職段階にある従業員の比率が高くなっていることなどがあげられる。

　他方、公務では退職時を頂点とした人事管理を行っていることから、50歳台前半より後半の方が高位の役職段階の職員の割合が高くなっている。

　このように役職構成が異なることがなどを原因として、生じている給与差について、そもそも埋める必要があるのかどうか疑問であり、人事管理全般について広範な議論を行うべき問題である。

③　職員の能力・実績のより的確な処遇への反映

　人事院も、昨年の報告において、「現行の昇給制度においては、例えば、特に優秀な者の昇給の効果が標準者の２倍以上と大きく、結果としてチームで職務を遂行する環境に必ずしもなじまない面もあるのではないかと考えられる。」としている。

　現在の給与制度においては、昇給効果は相当長期間おおむね退職時まで影響することとなる一方で、人事評価制度においては、同一の職務段階においては、毎年度おおむね同一の基準により評価が行われ、以前の昇給効果について考慮する仕組みとはなっていない。このことからも、人事評価制度と昇給制度については、改めて十分な検討をすべき課題だ。

　地公法が改正され、これまで導入されていなかった自治体にも人事評価制度が広がるものと理解するが、人事評価は、評価する側だけでなく評価される側も制度の趣旨、目的を理解し、相互に協力しながら適切な運用に努めるべきもので、評価の透明性、客観性、納得性を確保するための枠組みの構築が必要である。そのためにも、人事評価制度の導入及びその運用にあたっては、評価者、被評価者すべてに対する十分な周知と、相互理解が必要であるとともに、十分な労使協議と合意に基づき進めていくべきものと認識している。

　このあと、各検討会委員との間で質疑応答が行われた。主な内容は以下の通り。

◆検討委員からの質問事項

①　人事評価結果の処遇への活用について、現場ではどのような不満があり、その不満を解決するためにどのような措置が講じられているか。

②　地場賃金との関係について、地域手当の支給割合の差によって、実際に人材確保に支障が出ると言われたが、この点に関し他にどんな議論があったのか。

③　地域手当に差が出ている場合に、すべて高い方に合わせるというのは難しい。合わせるとなると高い方の団体からすると、下がるということになる。徹底的に格差をなくすというやり方では、不満も出るのではないのか。
地域手当をどの範囲で計算するかを考えた場合、仮に県全体で計算する場合と、大きな市だけで計算する場合と比較すると、大きい市だけで計算した方が高くなる。地域手当を一律で支給すると、大きな都市は我慢をしなければならないことが想定されるが、どういう意見が多いか。

④　2006年改正の時には、北海道、東北ブロック、いわゆる面的連続性があるところとの比較だったが、今回は低い方から12県との比較であり、かなり思想が変わっていると思う。地域手当をつける際に面的連続性の議論にかなり気を遣ったようだが、面的連続性を度外視した発想になったことをどう評価しているのか。

⑤　地方交付税が支給さていることからすれば、国の財政のことも考えざるを得ないのではないかと思うが、財政危機による国の議論などに関する考え方はどうか。
また、2006年に大きな改革が行われたが、それを踏まえた今回の動きをどのように考えているのか。

⑥　地域手当がついていない自治体で、人材の多くを当該地域内から採用している場合は、手当てがゼロであってもその地域の民間賃金を反映させた結果であり、人材確保面で支障は出ないのではないのか。また、地方自治体間で人材の奪い合いのような具体的な実例などあるのか。

◆地方公務員部会からの回答

①　人事評価に関し、すでに実施されている現場では、評価指標に関する理解が不十分であったり、試行期間が短いため試行を踏まえた改善効果もよくわからなかったりした。評価結果に対する被評価者の納得性の問題もあり、面談による十分な話し合い等を通じた評価者と被評価者の相互理解を図る必要がある。
また、「人事評価を行うこと」それ自体が目的化されているケースがあり、自己評価と評価結果とのズレが必ず存在するが、評価結果を職員へ知らせていない自治体も多くある。評価結果が被評価者に充分伝わらないことで納得を得られていないし、人材育成とリンクしていない実態がある。

②　現行の地域手当は、市町村間で格差が生じており、地域間格差は拡大させるべきではないし、公務員給与が高いという感情論的なことではなく合理的に賃金格差を算出する手法も考えるべきではないか。

③　現実には、毎年の人事院勧告により都道府県等の単位で民間賃金との水準調整が行われ、現在市町村単位で地域手当が決められている。しかし、民間事業所の実態に様々な要素がある中では、大くくりの範囲での民間賃金との水準比較にとどめるべきだと考える。民間との賃金水準格差をどこまで細かく突き詰めるのかという問題がある。

  　市町村が変わっても業務内容は大きく違わないので、格差をそんなに付けるべきではないし、全国展開している企業でも、同じような業務をしていてこれだけ格差があるとは思えない。

④　前回用いられていた面的連続性を持った地域との比較手法が変化したことについて、給与水準を下げるために行ったという意図を感じざるを得ないし、何故そのように変えたのか、十分な説明がされておらず問題だ。

  　国家公務員では、全国的な民間との賃金水準差を守った上で地域ごとの差の調整でしかないが、地方には当てはまらないし、この点はこれまでも指摘してきている。

⑤　給与構造改革時との比較に関して、今回は格差を生み出すための手法を用いて格差をつくろうとしているがそのような必要があるのか。毎年の勧告で民間賃金との水準調整されているのだからそれで十分である。給与構造改革以降数年かけて地域間格差をなくしてきたし、2012年勧告の際に、給与構造改革による地域給与の見直しは終わったと言っていたのに、何故かとの思いがある。

  　交付税との関係では、給料表水準が下げられることで基準財政需要額が変わるため、結果的に交付税総額も減額されることにつながるもの。地方の税収が伸びない中で、交付税に頼らざるを得ない実態があり、結果的に計算上減額された人件費見合い分の地方公務員賃金の引き下げ圧力になる。

⑥　地域手当の支給地域間と非支給地域が混在している県では、当該市町村内で人材確保するというより居住地とは異なる自治体に就職する場合が多いのが実態。

  　ある自治体で働く職員が、地域手当支給率の高い他の自治体に転職する、という事例はあるが、全国的な調査はしていないので、どれだけあるかまではわからない。
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